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第 68回 原子力損害賠償・廃炉等支援機構 廃炉等技術委員会 議事要旨 

 

日時：2026 年 6 月 30 日(火) 10:00～12:00 

場所：原子力損害賠償・廃炉等支援機構 会議室及びオンライン 

 

1．廃炉への取組状況について 

東京電力から、2 号機使用済み燃料プールからの燃料取り出し開始、2 号機既設原子炉水位計装配管を

活用した RPV 内部調査の結果、3 号機 PCV 内気中部内部調査の結果の 3 点について説明があった。 

 

廃炉等技術委員等からの主な意見は以下のとおり。 

〇今後のドローン調査における、測定やサンプリング等の追加機能の可能性について検討すべき。 

〇ドローン調査の映像は海外でも注目があり、現状把握の観点からも重要。また、RPV の故障モードに

ついての考察の一助となる。 

 

2．技術戦略プラン 2026 要旨案について 

機構から、東京電力ホールディング㈱福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン 2026の

要旨案について説明を実施した。 

 

廃炉等技術委員等からの主な意見は以下のとおり。 

〇人材育成について、定量的な記載に努めてほしい。廃炉に特化した専門性だけでは若手にとって将来展

望においてリスクがあるため、AI・IT 等の技術や知識が他分野へも展開可能な汎用性があることにも

触れる必要があるのではないか。 

〇福島事業の遂行に関する記載ぶりについて遠慮がちな表現となっている印象があるが、取り組む姿勢

について誤解を招かないような記述にすべき。 

〇将来的な人手不足、費用上昇への対策について引き続き検討すること。 

〇1F 作業者は他サイトでも働く場合があり、被ばく線量の一元管理の観点から 1F での高線量被ばくが

他作業に影響し得るため、国や他電力会社とも連携して人材確保を考えるべき。 

〇次世代人材に伝える「やりがい」を、社会的意義や国際貢献を含めて具体化すべき。地域対話の経験を 

将来の社会的意思決定や信頼醸成のあり方として整理すべき。 

〇計画を実行するには、作業時間の短縮や現場レベルの効率化を担う生産管理・プロジェクトマネジメン

ト機能が重要。 

〇各分野で進捗があり、プロジェクトマネジメントや意思決定、技術導入が同時進行している点は評価。

一方、災害対応から廃止措置への転換期にあり、進捗によって得られた新情報を戦略レベルに反映し、

将来戦略を柔軟に考えるべき。AI の活用を進めるべき。 

以 上 


